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１．平成24年２月期の連結業績（平成23年３月１日～平成24年２月29日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年２月期 42,250 4.8 4,380 53.2 4,544 49.9 2,312 31.4

23年２月期 40,317 1.9 2,859 36.2 3,032 25.5 1,760 133.3

(注) 包括利益 24年２月期 2,445百万円(30.3％) 23年２月期 1,876百万円(―％)

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年２月期 57 06 － 3.7 5.6 10.4

23年２月期 43 41 － 2.9 4.0 7.1

(参考) 持分法投資損益 24年２月期 ―百万円 23年２月期 ―百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年２月期 83,952 63,696 75.9 1,571 56

23年２月期 78,943 61,945 78.5 1,527 89

(参考) 自己資本 24年２月期 63,696百万円 23年２月期 61,945百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

24年２月期 6,038 △3,018 △1,926 13,965

23年２月期 6,408 △3,843 △1,629 12,869

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額 
(合計)

配当性向 
(連結)

純資産
配当率 
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年２月期 － 0 00 － 17 00 17 00 689 39.2 1.1

24年２月期 － 0 00 － 19 00 19 00 770 33.3 1.2

25年２月期(予想) － 0 00 － 19 00 19 00 32.6

３．平成25年２月期の連結業績予想（平成24年３月１日～平成25年２月28日）
(％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 22,000 7.1 2,350 14.7 2,400 13.4 1,300 35.7 28 09

通 期 44,500 5.3 4,800 9.6 4,900 7.8 2,700 16.7 58 34



  

 

 

 
  

 

 
  

 
  
（２）個別財政状態 

 

 
  

 

 
  

・この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点におい
て、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了していません。 

  

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的
であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性が
あります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付
資料３ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。 

４．その他
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

  新規 － 社 (社名)          、除外 － 社 (社名)

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有

 ② ①以外の変更 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）
① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 24年２月期 47,841,297株 23年２月期 47,841,297株

② 期末自己株式数 24年２月期 7,310,959株 23年２月期 7,298,004株

③ 期中平均株式数 24年２月期 40,536,848株 23年２月期 40,549,730株

(参考) 個別業績の概要
１．平成24年２月期の個別業績（平成23年３月１日～平成24年２月29日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年２月期 40,614 5.0 4,263 43.5 4,439 39.8 2,298 27.4
23年２月期 38,676 2.8 2,970 38.0 3,176 26.1 1,804 101.4

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

24年２月期 56 71 －

23年２月期 44 50 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年２月期 83,674 64,205 76.7 1,584 13

23年２月期 78,664 62,469 79.4 1,540 81

(参考) 自己資本 24年２月期 64,205百万円 23年２月期 62,469百万円

２．平成25年２月期の個別業績予想（平成24年３月１日～平成25年２月28日）
(％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率)

売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 21,000 7.0 2,300 12.7 1,250 32.5 27 01

通 期 42,500 4.6 4,700 5.9 2,600 13.1 56 18

※ 監査手続の実施状況に関する表示

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
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当連結会計年度におけるわが国経済は、平成23年３月11日に発生しました東日本大震災及び福島第一

原発事故により、東日本を中心に多くの工場が操業停止に追い込まれる等、それまで回復基調にあった

景況感が一気に減速したことからのスタートでありました。その後、企業の自助努力もあり、サプライ

チェーンも順次回復し、交通網やライフラインの整備も徐々に進んでまいりました。 

 一方、海外に眼を向けますと、米国経済は指標が示しておりますように一進一退を繰り返し、欧州で

は一部の国におけるソブリン・リスクが台頭し、依然ＥＵの中でも抜本的な解決策が見いだせない状況

が続いております。また、中国に代表される新興国では成長減速が顕在化してまいりました。そうした

中で日本企業は、比較的安全な通貨とされる円の独歩高に伴う輸出の採算悪化や海外での大規模自然災

害による工場の操業停止、さらに新興国の追い上げで業績が悪化する等、１年を通じて大変厳しい環境

が続きました。 

 こうした状況のもと、当社グループは主力の建機事業においては、民間設備投資が停滞したことや部

品供給ルートの遮断により建機関連メーカーの出荷が秋口まで大幅に遅延したこと等により、販売部門

の売上高は減少しましたものの、被災地での復旧工事や計画停電・節電に伴うレンタル需要が東北地区

や関東地区で特に伸長し、賃貸部門の売上高は大幅に増加いたしました。その結果、建機事業全体の売

上高は274億56百万円と対前期比13億46百万円の増加となりました。また、商事事業におきましては住

設関係の販売が増加したことや遊戯関係の案件捕捉強化が奏功し、売上高は109億95百万円と対前期比

５億88百万円の増加となりました。一方、不動産事業につきましては、賃貸部門は増加しましたもの

の、分譲住宅が反落したことにより、売上高は37億98百万円と対前期比３百万円の減少となりました。

 以上の結果、当期における売上高は建機事業及び商事事業が増収、不動産事業がわずかながら減収と

なり、全体では対前期比19億32百万円増加(4.8%増)し、422億50百万円となりました。 

 利益面につきましては、全体の売上高が増加し、販売費及び一般管理費が微増に止まったことなどに

より、営業利益は対前期比15億20百万円増加(53.2%増)の43億80百万円、また、経常利益は対前期比15

億12百万円増加(49.9%増)の45億44百万円となりました。ただ、東日本大震災により当社の仙台支店(仙

台市宮城野区、営業再開ずみ)が被災したことや一部の賃貸機械の滅失・流失等による災害に伴う損失

として1億77百万円、並びに会計処理基準の変更による資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額で45

百万円等、特別損失を３億45百万円計上することを余儀なくされましたので、当期純利益は対前期比５

億52百万円増加(31.4%増)の23億12百万円となりました。 

 昨年発生しました東日本大震災はわが国の経済活動に甚大な影響を与えましたが、当社グループとい

たしましては土木・建設機械等のレンタルを通じ、インフラ整備を担う企業グループとして、被災され

ました地域が速やかに復旧し、復興の途を辿ることができるよう、総力を挙げて取り組んでまいりま

す。そのためにも、引続き原価低減をはじめとするコスト削減や適切な経営資源の配分に注力し、いか

なる環境下でも堅実な利益計上ができるよう強靭な企業体質をつくりあげていく所存でございます。 

１．経営成績

(1) 経営成績に関する分析
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当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、営業活動により60億38

百万円増加したものの、投資活動により30億18百万円、財務活動により19億26百万円それぞれ支出した

ことにより、前連結会計年度末と比べ10億95百万円(8.5%)増加し、当連結会計年度末残高は139億65百

万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因はつぎのとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における営業活動による資金の増加は、前期比３億70百万円(5.8%)減の60億38百万円

となりました。主な要因は、税金等調整前当期純利益42億18百万円、減価償却費25億６百万円、売上債

権の増加額15億78百万円、仕入債務の増加額８億63百万円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における投資活動による資金の支出は、前期比８億25百万円(21.5%)減の30億18百万

円となりました。主な要因は、有形固定資産の取得による支出39億33百万円、定期預金の払出による９

億92百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における財務活動の結果、使用した資金は、前期比２億97百万円(18.3%)増の19億26

百万円となりました。主な要因は、設備関係割賦債務の返済による支出９億94百万円、配当金の支払６

億87百万円等によるものであります。 

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
  

当社は常時、財務の健全性を保ちながら、安定的な配当を実施することを基本としつつ、業績に応じ

適宜還元させていただくことを配当の基本方針としております。 

 この方針に基づき、平成24年２月期の期末配当につきましては、通期業績が増収・増益の結果となっ

たこと等を踏まえ、前期から２円増配の１株当たり19円とさせていただきます。 

 なお、詳細につきましては、本日公表の「剰余金の配当に関するお知らせ」をご覧ください。 

 また、次期の配当につきましては、現時点では１株当たり19円と予想しております。 

  

(2) 財政状態に関する分析

平成21年２月期 平成22年２月期 平成23年２月期 平成24年２月期

自己資本比率（％） 79.6 81.4 78.5 75.9

時価ベースの自己資本比率（％） 17.7 19.8 21.0 30.2

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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決算短信に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及

ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成24年２月29日）現在において当社

グループが判断したものであります。 

① 事業環境について 

建機事業は土木・建設機械の取扱いが主なため、公共投資の大幅な削減や経済情勢の急激な変動によ

る民間設備投資の減少により、貸与資産の稼働率の低下や同業者間の価格競争の激化が生じ、当社グル

ープの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 

 商事事業は設備機器や音響機器の取扱いが主なため、景気下降局面で需要が減少しますと、当社グル

ープの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 不動産事業は戸建て住宅部門においては、好立地の住宅用分譲地の減少、賃貸部門においては、入居

者の減少や経済情勢の変動による賃料値下げなどの要因が賃料収入の減少となり、当社グループの経営

成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

② 販売用商品、貸与資産の購入価額の変動について 

当社グループは土木・建設機械、商業設備、音響機器等の販売及びレンタルを行っておりますが、こ

れらの資産の市況変動により購入価額が上昇した場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を

及ぼす可能性があります。 

③ 与信リスクについて 

当社グループは割賦債権を含む売上債権を有しており、取引先の信用度合による与信限度額を設定し

不良債権の発生防止に努めておりますが、取引先の倒産等により貸倒損失が発生した場合、当社グルー

プの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

④ 有価証券投資による影響について 

当社グループが保有する有価証券は、価格変動リスク、信用リスク、為替金利変動リスク、元本毀損

リスク等の様々なリスクを包含しており、有価証券の時価の下落等により、当社グループの経営成績及

び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤ 固定資産の減損について 

当社グループが保有する貸与資産、賃貸不動産、建物、土地及びリース資産等について、今後これら

資産の市場価格下落等により資産価値が著しく低下した場合は、必要な減損処理を行う結果として当社

グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 最近の有価証券報告書（平成23年５月27日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会社

の状況」から重要な変更がないため開示を省略しております。 

  

(4) 事業等のリスク

２．企業集団の状況

㈱ワキタ　（8125）　平成24年２月期決算短信

5



  

平成23年２月期決算短信（平成23年４月８日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないた

め開示を省略しております。 

当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

(当社ホームページ) 

http：//www.wakita.co.jp/ 

(大阪証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ）） 

http：//www.ose.or.jp/listed_company_info 

  

  

  

  

  

３．経営方針
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４．連結財務諸表

  (1)連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年２月28日)

当連結会計年度
(平成24年２月29日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,569 13,965

受取手形及び売掛金 14,606 16,184

商品 2,754 2,109

貯蔵品 53 40

繰延税金資産 493 371

その他 503 189

貸倒引当金 △677 △460

流動資産合計 30,305 32,400

固定資産

有形固定資産

貸与資産 ※1 11,819 ※1 13,740

減価償却累計額 △9,209 △9,739

貸与資産（純額） 2,610 4,000

賃貸不動産

賃貸建物及び附属設備 18,834 20,369

減価償却累計額 △2,213 △2,837

賃貸建物及び附属設備（純額） 16,620 17,531

賃貸土地 ※2 14,223 ※2 16,285

建物及び構築物 6,902 6,842

減価償却累計額 △4,299 △4,361

建物及び構築物（純額） 2,602 2,480

土地 ※2 4,508 ※2 4,332

リース資産 1,723 1,728

減価償却累計額 △475 △685

リース資産（純額） 1,247 1,043

その他 561 554

減価償却累計額 △508 △497

その他（純額） 53 57

有形固定資産合計 41,866 45,731

無形固定資産 607 485

投資その他の資産

投資有価証券 ※3 4,095 ※3 4,304

繰延税金資産 188 197

その他 2,186 1,138

貸倒引当金 △305 △305

投資その他の資産合計 6,164 5,335

固定資産合計 48,638 51,552

資産合計 78,943 83,952
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年２月28日)

当連結会計年度
(平成24年２月29日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,271 8,135

リース債務 238 243

未払法人税等 992 1,141

賞与引当金 152 159

その他 2,373 2,940

流動負債合計 11,028 12,620

固定負債

リース債務 1,144 905

再評価に係る繰延税金負債 713 625

退職給付引当金 53 56

役員退職慰労引当金 850 890

その他 3,208 5,158

固定負債合計 5,969 7,635

負債合計 16,998 20,256

純資産の部

株主資本

資本金 12,208 12,208

資本剰余金 13,717 13,717

利益剰余金 41,106 42,729

自己株式 △2,981 △2,988

株主資本合計 64,050 65,668

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △13 30

土地再評価差額金 ※2 △2,091 ※2 △2,003

その他の包括利益累計額合計 △2,104 △1,972

純資産合計 61,945 63,696

負債純資産合計 78,943 83,952
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  (2)連結損益計算書及び連結包括利益計算書

 連結損益計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成23年３月１日
至 平成24年２月29日)

売上高 40,317 42,250

売上原価 31,128 31,555

割賦販売未実現利益繰入額 368 376

割賦販売未実現利益戻入額 237 303

売上総利益 9,059 10,623

販売費及び一般管理費 ※1 6,199 ※1 6,242

営業利益 2,859 4,380

営業外収益

受取利息 121 79

受取配当金 50 50

仕入割引 31 41

その他 47 74

営業外収益合計 251 244

営業外費用

支払利息 55 65

その他 22 15

営業外費用合計 78 81

経常利益 3,032 4,544

特別利益

固定資産売却益 ※2 4 ※2 1

貸倒引当金戻入額 － 16

匿名組合清算益 142 －

その他 11 1

特別利益合計 158 19

特別損失

固定資産売却損 ※3 0 ※3 0

固定資産除却損 ※4 12 ※4 10

固定資産減損損失 － ※5 96

投資有価証券売却損 11 －

投資有価証券評価損 41 8

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 45

災害による損失 － ※6 177

その他 － 7

特別損失合計 65 345

税金等調整前当期純利益 3,124 4,218

法人税、住民税及び事業税 1,469 1,822

法人税等調整額 △104 83

法人税等合計 1,364 1,905

少数株主損益調整前当期純利益 － 2,312

当期純利益 1,760 2,312
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 連結包括利益計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成23年３月１日
至 平成24年２月29日)

少数株主損益調整前当期純利益 － 2,312

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － 44

土地再評価差額金 － 88

その他の包括利益合計 － ※2 132

包括利益 － ※1 2,445

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － 2,445

少数株主に係る包括利益 － －
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  (3)連結株主資本等変動計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成23年３月１日
至 平成24年２月29日)

株主資本

資本金

前期末残高 12,208 12,208

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,208 12,208

資本剰余金

前期末残高 13,717 13,717

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 13,717 13,717

利益剰余金

前期末残高 39,954 41,106

当期変動額

剰余金の配当 △608 △689

当期純利益 1,760 2,312

当期変動額合計 1,151 1,623

当期末残高 41,106 42,729

自己株式

前期末残高 △2,977 △2,981

当期変動額

自己株式の取得 △4 △6

当期変動額合計 △4 △6

当期末残高 △2,981 △2,988

株主資本合計

前期末残高 62,903 64,050

当期変動額

剰余金の配当 △608 △689

当期純利益 1,760 2,312

自己株式の取得 △4 △6

当期変動額合計 1,147 1,617

当期末残高 64,050 65,668

㈱ワキタ　（8125）　平成24年２月期決算短信

11



(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成23年３月１日
至 平成24年２月29日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △129 △13

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 116 44

当期変動額合計 116 44

当期末残高 △13 30

土地再評価差額金

前期末残高 △2,091 △2,091

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 88

当期変動額合計 － 88

当期末残高 △2,091 △2,003

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 △2,221 △2,104

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 116 132

当期変動額合計 116 132

当期末残高 △2,104 △1,972

純資産合計

前期末残高 60,682 61,945

当期変動額

剰余金の配当 △608 △689

当期純利益 1,760 2,312

自己株式の取得 △4 △6

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 116 132

当期変動額合計 1,263 1,750

当期末残高 61,945 63,696
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  (4)連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成23年３月１日
至 平成24年２月29日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 3,124 4,218

減価償却費 2,083 2,506

固定資産減損損失 － 96

のれん償却額 104 104

貸倒引当金の増減額（△は減少） △81 △216

賞与引当金の増減額（△は減少） △29 7

退職給付引当金の増減額（△は減少） 17 2

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 41 39

受取利息及び受取配当金 △171 △129

支払利息 55 65

有形固定資産除売却損益（△は益） 8 8

投資有価証券売却損益（△は益） 4 △1

投資有価証券評価損益（△は益） 41 8

匿名組合清算益 △142 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 45

災害による損失 － 177

売上債権の増減額（△は増加） △1,010 △1,578

たな卸資産の増減額（△は増加） 832 658

仕入債務の増減額（△は減少） 1,953 863

預り保証金の増減額（△は減少） 160 486

その他 139 285

小計 7,132 7,650

利息及び配当金の受取額 176 129

利息の支払額 △55 △65

法人税等の支払額 △845 △1,676

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,408 6,038

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） － 992

有形固定資産の取得による支出 △4,179 △3,933

有形固定資産の売却による収入 8 2

投資有価証券の取得による支出 △282 △253

投資有価証券の売却及び償還による収入 791 112

貸付けによる支出 △95 △36

貸付金の回収による収入 40 64

その他の支出 △257 △13

その他の収入 130 46

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,843 △3,018
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成23年３月１日
至 平成24年２月29日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

社債の償還による支出 △20 －

リース債務の返済による支出 △226 △238

設備関係割賦債務の返済による支出 △771 △994

自己株式の取得による支出 △4 △6

配当金の支払額 △606 △687

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,629 △1,926

現金及び現金同等物に係る換算差額 △9 2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 926 1,095

現金及び現金同等物の期首残高 11,943 12,869

現金及び現金同等物の期末残高 12,869 13,965
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該当事項はありません。 

  

  (5)継続企業の前提に関する注記

  (6)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成23年３月１日
至 平成24年２月29日)

１ 連結の範囲に関する事

項

(1)連結子会社の数    １社

   連結子会社の名称

    千葉リース工業㈱

(1)連結子会社の数    １社

   連結子会社の名称

    千葉リース工業㈱

(2)非連結子会社名 

    平川機工㈱ 

    ㈲ワキタ（ロシア） 

   連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社平川機工㈱及び㈲ワキタ

（ロシア）は、小規模会社であり、合計

の総資産、売上高、当期純損益及び利益

剰余金等は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないためでありま

す。

(2)非連結子会社名 

    平川機工㈱ 

    ㈲ワキタ（ロシア） 

   連結の範囲から除いた理由 

             同左

２ 持分法の適用に関する

事項

(1)持分法を適用した非連結子会社及び

関連会社数

   該当事項はありません。

(1)持分法を適用した非連結子会社及び

関連会社数

         同左

(2)持分法を適用しない非連結子会社及

び関連会社

 持分法を適用していない非連結子

会社平川機工㈱及び㈲ワキタ（ロシ

ア）は、それぞれ当期純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性がない

ため、持分法の適用から除外してお

ります。なお、関連会社はありませ

ん。

(2)持分法を適用しない非連結子会社及

び関連会社

      同左 

３ 連結子会社の事業年度

等に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異な

る場合の内容等

 千葉リース工業㈱の決算日は、12

月31日であります。連結財務諸表の

作成にあたっては同日現在の財務諸

表を使用し、連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。

連結子会社の決算日が連結決算日と異な

る場合の内容等

              同左

４ 会計処理基準に関する

事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

 ① 有価証券

  その他有価証券

    時価のあるもの

 連結会計年度末日の市場価格

等に基づく時価法(評価差額

は、全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法に

より算定)

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

 ① 有価証券

  その他有価証券

    時価のあるもの

            同左

    時価のないもの

     移動平均法による原価法

    時価のないもの

          同左
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前連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成23年３月１日
至 平成24年２月29日)

 ② たな卸資産

  評価基準は原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）によっており

ます。

  a 商品

    移動平均法

 ② たな卸資産

  評価基準は原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）によっており

ます。

  a 商品

        同左

   （ただし、販売用不動産について

    は個別法によっております。）

   

    

  b 貯蔵品

    先入先出法

  b 貯蔵品

           同左

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方

法

 ① 有形固定資産（リース資産を除

く）

  定率法によっております。

   ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備を除く。)

及び貸与資産・賃貸不動産は定額法

によっております。

   なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

  貸与資産……２～６年

  賃貸不動産

   建物………18～50年

  建物…………７～50年

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方

法

 ① 有形固定資産（リース資産を除

く）

        同左

   

  

 

 

  

  

 ② 無形固定資産（リース資産を除

く）

  定額法によっております。

   なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法によってお

ります。

 ② 無形固定資産（リース資産を除

く）

           同左
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前連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成23年３月１日
至 平成24年２月29日)

 ③ リース資産

  所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

   リース期間を耐用年数とし、残価

保証額を残存価額とする定額法によ

っております。

   なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース取引

に関する会計基準の改正適用初年度

開始前のものについては、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

 ③ リース資産

              同左

  

   

(3)重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収の可能性

を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。

(3)重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

        同左 

 ② 賞与引当金

従業員への賞与支給に備えるた

め、当連結会計年度に負担すべき支

給見込額に基づき計上しておりま

す。

 ② 賞与引当金

     同左 

 ③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末において発生

していると認められる額を計上して

おります。

なお、会計基準変更時差異(474百

万円)については、10年による按分

額を費用処理しております。

また、数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(７年)による定額

法により按分した額を、それぞれ発

生の翌連結会計年度より費用処理す

ることとしております。

（会計方針の変更）

当連結会計年度より「退職給付に

係る会計基準」の一部改正（その

３）（企業会計基準第19号 平成20

年７月31日）を適用しております。

数理計算上の差異を翌連結会計年

度より償却するため、これによる営

業利益、経常利益及び税金等調整前

当期純利益に与える影響はありませ

ん。

 ③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

なお、数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(７年)による定額

法により按分した額を、それぞれ発

生の翌連結会計年度より費用処理す

ることとしております。

 ④ 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく当連結会計年度

末要支給額を計上しております。

 ④ 役員退職慰労引当金

        同左
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前連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成23年３月１日
至 平成24年２月29日)

(4)重要な収益及び費用の計上基準

   割賦販売については、割賦基準を

採用しております。割賦適用売上高

は一般売上と同一の基準で販売価額

を計上し、次期以降に収入すべき金

額に対応する割賦販売損益は、割賦

利益繰延として繰延処理をしており

ます。

(4)重要な収益及び費用の計上基準

            同左

―――――― (5)のれんの償却方法及び償却期間

   のれんは５年間で均等償却をする

こととしております。

―――――― (6)連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

   連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、要求払預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３カ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっており

ます。

(5)その他連結財務諸表作成のための重

要な事項

消費税等の会計処理

   消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

(7)その他連結財務諸表作成のための重

要な事項

         同左

   

５ 連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事

項

   連結子会社の資産及び負債の評価

方法は、全面時価評価法によってお

ります。

――――――

６ のれんの償却に関する

事項

   のれんは５年間で均等償却をして

おります。

――――――

７ 連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

の範囲 

 

   連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、要求払預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３カ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっており

ます。

――――――
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  (7)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
  至 平成23年２月28日)

当連結会計年度 
(自 平成23年３月１日 
  至 平成24年２月29日)

―――――― （資産除去債務に関する会計基準等の適用） 

  当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。 

 これにより、当連結会計年度の営業利益及び経常利益

に与える影響はそれぞれ軽微であり、税金等調整前当期

純利益は48百万円減少しております。

 

  (8)表示方法の変更

前連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
  至 平成23年２月28日)

当連結会計年度 
(自 平成23年３月１日 
  至 平成24年２月29日)

―――――― （連結損益計算書） 

 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計

基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に

基づき、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関

する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３

月24日 内閣府令第５号）を適用し、「少数株主損益

調整前当期純利益」の科目で表示しております。

 

  (9)追加情報

前連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
  至 平成23年２月28日)

当連結会計年度 
(自 平成23年３月１日 
  至 平成24年２月29日)

――――――  当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）

を適用しております。ただし、「その他の包括利益累

計額」及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結

会計年度の金額は、「評価・換算差額等」及び「評

価・換算差額等合計」の金額を記載しております。
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  (10)連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

項目
前連結会計年度

(平成23年２月28日)
当連結会計年度

(平成24年２月29日)

※１ 貸与資産 貸与資産は主として土木建設機械であり

一部建物(ハウス)、車両運搬具及び映

像・音響機器等が含まれております。

貸与資産は主として土木建設機械であり

一部建物(ハウス)、車両運搬具等が含ま

れております。

※２ 土地の再評価 「土地の再評価に関する法律」(平成10

年３月31日公布法律第34号)に基づき、

事業用の土地の再評価を行い、土地再評

価差額金を純資産の部に計上しておりま

す。

再評価の方法

 「土地の再評価に関する法律施行

令」(平成10年３月31日公布政令第119

号)第２条第３号に定める土地課税台

帳に基づいて、合理的な調整を行って

算出しております。

再評価を行った年月日

平成14年２月28日

再評価を行った土地の当連結会計年度末

における時価と再評価後の帳簿価額との

差額

△1,689百万円

「土地の再評価に関する法律」(平成10

年３月31日公布法律第34号)に基づき、

事業用の土地の再評価を行い、土地再評

価差額金を純資産の部に計上しておりま

す。

再評価の方法

 「土地の再評価に関する法律施行

令」(平成10年３月31日公布政令第119

号)第２条第３号に定める土地課税台

帳に基づいて、合理的な調整を行って

算出しております。

再評価を行った年月日

平成14年２月28日

再評価を行った土地の当連結会計年度末

における時価と再評価後の帳簿価額との

差額

△1,949百万円

※３ 投資有価証券 非連結子会社及び関連会社に対するもの

は、次のとおりであります。

投資有価証券(株式) 111百万円

非連結子会社及び関連会社に対するもの

は、次のとおりであります。

投資有価証券(株式) 160百万円

 ４ 偶発債務 

   (保証債務)

取引先のリース会

社等に対する営業

取 引（リ ー ス 取

引・割賦販売)保証

㈱スペッチオ 53百万円

平川機工㈱ 46百万円

滋賀建機㈱ 40百万円

㈱フーマトレーディング 17百万円

㈱リンク 16百万円

その他 40社 151百万円

計 325百万円

㈱リンク 76百万円

㈱ソクト 35百万円

㈱スぺッチオ 34百万円

平川機工㈱ 25百万円

滋賀建機㈱ 18百万円

その他 37社 114百万円

計 304百万円
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成23年３月１日
至 平成24年２月29日)

※１ 販売費及び一般管理

費の主なもの

給与手当 2,004百万円

賞与 436百万円

貸倒引当金繰入額 243百万円

賞与引当金繰入額 152百万円

役員退職慰労引当金繰入額 41百万円

退職給付費用 172百万円

福利厚生費 515百万円

賃借料 821百万円

のれん償却額 104百万円

減価償却費 212百万円

給与手当 2,020百万円

賞与 516百万円

貸倒引当金繰入額 1百万円

賞与引当金繰入額 159百万円

役員退職慰労引当金繰入額 41百万円

退職給付費用 134百万円

福利厚生費 510百万円

賃借料 816百万円

のれん償却額 104百万円

減価償却費 267百万円

※２ 固定資産売却益の内

訳

工具、器具及び備品 3百万円

その他（機械及び装置他） 1百万円

 計 4百万円

建物 1百万円

その他 0百万円

 計 1百万円

※３ 固定資産売却損の内

訳

車両運搬具 0百万円 電話加入権他 0百万円

※４ 固定資産除却損の内

訳

貸与資産 
(陳腐化等のため除却)

1百万円

建物他 
(滋賀工場製造停止のため除
却)

8百万円

その他 2百万円

 計 12百万円

 

貸与資産 3百万円

建物及び構築物 5百万円

その他 0百万円

 計 10百万円

※５ 固定資産減損損失 ――――――

 

当社グループは、当連結会計年度にお
いて以下の資産グループについて減損損
失を計上しております。

場所 用途 種類
金額 

(百万円)

各事業所 遊休資産
電話加入

権
23

広島支店ヤード 

（広島市佐伯区）
遊休資産 土地 64

保養所 

(神戸市灘区）
遊休資産 建物 8

計 96

当社グループは、原則として事業所を
基準にグルーピングを行っており、遊休
資産については個別資産ごとにグルーピ
ングを行っております。
当連結会計年度において、遊休資産の

うち、時価が下落した資産グループの帳
簿価額を回収可能価額まで減額し、当該
減少額を減損損失として特別損失に計上
しました。
なお、当資産グループの回収可能価額

は正味売却価額により測定しており、合
理的な調整を行い評価しております。

※６ 災害による損失 ―――――― 東日本大震災に伴う、建物設備の修繕
費及び賃貸機械の滅失・流出等の費用で
あります。
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当連結会計年度（自 平成23年３月１日 至 平成24年２月29日）  

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益  

 
※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益  

(連結包括利益計算書関係)

親会社株主に係る包括利益 1,876百万円

少数株主に係る包括利益 ―

計 1,876百万円

その他有価証券評価差額金 116百万円

土地再評価差額金 ―

計 116百万円
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前連結会計年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日) 

（単位：株） 

 
  

（単位：株） 

 
(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

  

 
  

  

(連結株主資本等変動計算書関係)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 47,841,297 ― ― 47,841,297

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 7,285,833 12,171 ― 7,298,004

単元未満株式の買取による増加 12,171株

３ 新株予約権等に関する事項

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年５月27日 
定時株主総会

普通株式 608 15.00 平成22年２月28日平成22年５月28日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当の
原 資

配当金の総額 

(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年５月26日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 689 17.00 平成23年２月28日平成23年５月27日
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当連結会計年度(自 平成23年３月１日 至 平成24年２月29日) 

（単位：株） 

 
  

（単位：株） 

 
(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

        次のとおり決議を予定しております。 
  

 
  

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 47,841,297 ― ― 47,841,297

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 7,298,004 12,955 ― 7,310,959

単元未満株式の買取による増加 12,955株

３ 新株予約権等に関する事項

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年５月26日 
定時株主総会

普通株式 689 17.00 平成23年２月28日平成23年５月27日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当の
原 資

配当金の総額 

(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年５月24日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 770 19.00 平成24年２月29日平成24年５月25日

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成23年３月１日
至 平成24年２月29日)

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

（平成23年２月28日現在)

現金及び預金勘定 12,569百万円

流動資産 その他 
 金銭信託勘定（３ヶ月以内）

300百万円

現金及び現金同等物 12,869百万円

 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

（平成24年２月29日現在)

現金及び預金勘定 13,965百万円

現金及び現金同等物 13,965百万円
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前連結会計年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日) 

 
(注) １ 事業の種類別セグメントは、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主要な内容は次のとおりであります。 

(1) 建機事業      土木・建設機械等の製造、販売並びにレンタル 

(2) 商事事業      建設資材、商業設備、住宅設備、映像・音響機器等の販売並びにレンタル 

(3) 不動産事業     商業用不動産の賃貸・売買、戸建・分譲等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(18,095百万円)の主なものは、親会社での余資運用資金

(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産であります。 
  

前連結会計年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日) 

重要な在外子会社及び在外支店がないため、記載を省略しております。 

前連結会計年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成23年３月１日 至 平成24年２月29日) 

  １．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能

であり、取締役会において経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対

象となっているものであります。 

当社グループは、取扱い商品を基準として、社内業績管理単位ごとの事業部を置き、「建機事業」

「商事事業」「不動産事業」を報告セグメントとしております。 

各報告セグメントの内容は次のとおりであります。 

 (1) 建機事業     土木・建設機械等の販売及びレンタルを行っております。 

 (2) 商事事業   商業設備、音響機器、遊戯機械、建設資材、住宅設備等の販売を行っております。 

 (3) 不動産事業   不動産(商業用ビル、マンション等)の賃貸、分譲等の販売を行っております。 

(セグメント情報等)

ａ．事業の種類別セグメント情報

建機事業 
(百万円)

商事事業
(百万円)

不動産事業
(百万円)

計(百万円)
消去又は 

全社(百万円)
連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

 売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

26,088 10,428 3,801 40,317 ― 40,317

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

― ― ― ― （  ―） ―

計 26,088 10,428 3,801 40,317 （  ―） 40,317

営業費用 24,908 10,143 2,406 37,457 ― 37,457

営業利益 1,180 285 1,394 2,859 ― 2,859

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
   資本的支出

 資産 20,125 7,099 33,623 60,848 18,095 78,943

 減価償却費 1,376 128 579 2,083 ― 2,083

 資本的支出 1,785 7 3,780 5,573 270 5,844

ｂ．所在地別セグメント情報

 

ｃ．海外売上高

ｄ．セグメント情報
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 ２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項」における記載と同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

  

 ３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日) 

（単位：百万円） 

 
(注)「調整額」は、親会社での余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資

産であります。 

  

当連結会計年度(自 平成23年３月１日 至 平成24年２月29日) 

（単位：百万円） 

 
(注)「調整額」は、親会社での余資運用資金(現金及び預金)及び長期投資資金(投資有価証券)であります。 

報告セグメント

その他 合計
調整額  
(注)

連結財務諸表
計上額

建機事業 商事事業 不動産事業 計

 売上高

 外部顧客への売上高 26,109 10,406 3,801 40,317 ― 40,317 ― 40,317

 セグメント間の内部 
 売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― （  ―） ―

計 26,109 10,406 3,801 40,317 ― 40,317 （  ―） 40,317

 セグメント利益 1,227 237 1,394 2,859 ― 2,859 ― 2,859

 セグメント資産 20,125 7,099 33,623 60,848 ― 60,848 18,095 78,943

 その他の項目

 減価償却費
1,376 128 579 2,083 ― 2,083 ― 2,083

 のれんの償却額
104 ― ― 104 ― 104 ― 104

 有形固定資産及び 
 無形固定資産の増加額 1,785 7 3,780 5,573 ― 5,573 270 5,844

報告セグメント

その他 合計
調整額  
(注)

連結財務諸表
計上額

建機事業 商事事業 不動産事業 計

 売上高

 外部顧客への売上高 27,456 10,995 3,798 42,250 ― 42,250 ― 42,250

 セグメント間の内部 
 売上高又は振替高

― 32 ― 32 ― 32  △32 ―

計 27,456 11,028 3,798 42,283 ― 42,283  △32 42,250

 セグメント利益 2,529 354 1,495 4,380 ― 4,380 － 4,380

 セグメント資産 22,216 7,866 36,109 66,192 ― 66,192 17,760 83,952

 その他の項目

 減価償却費
1,800 87 618 2,506 ― 2,506 ― 2,506

 のれんの償却額
104 ― ― 104 ― 104 ― 104

 有形固定資産及び 
 無形固定資産の増加額 3,169 17 3,467 6,655 ― 6,655 ― 6,655
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当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準17号 平成21年３

月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

平成20年３月21日)を適用しております。 

  

当連結会計年度(自 平成23年３月１日 至 平成24年２月29日) 

  １．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

  ２．地域ごとの情報 

(1)売上高 

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。 

  

(2)有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。 

  

  ３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載

を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成23年３月１日 至 平成24年２月29日) 

（単位：百万円） 

 
  

当連結会計年度(自 平成23年３月１日 至 平成24年２月29日) 

（単位：百万円） 

 
(注) のれんの償却額については、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成23年３月１日 至 平成24年２月29日) 

該当事項はありません。 

  

(追加情報)

ｅ．関連情報

ｆ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

建機事業 商事事業 不動産事業 その他 全社・消去 合計

 減損損失 86 9 0 ― ― 96

ｇ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

建機事業 商事事業 不動産事業 その他 全社・消去 合計

 当期末残高 ― ― ― ― ― ―

ｈ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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(リース取引関係)

項目
前連結会計年度

(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成23年３月１日
至 平成24年２月29日)

１ リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

 

 所有権移転外ファイナンス・リース取

引のうち、リース取引に関する会計基準

の改正適用初年度開始前のものについて

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。

（借主側）

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額

貸与資産 
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額 
相当額

1,586 109 1,695

減価償却 
累計額 
相当額

1,029 88 1,118

期末残高 
相当額

556 21 577

 

         同左  

  

   

（借主側）

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額

貸与資産
(百万円)

その他 
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

916 78 995

減価償却
累計額 
相当額

574 73 648

期末残高
相当額

342 4 347

 

② 未経過リース料期末残高相当額
１年以内 242百万円
１年超 157百万円

計 400百万円
 

② 未経過リース料期末残高相当額
１年以内 115百万円
１年超 38百万円

計 154百万円

 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額

支払リース料 526百万円

減価償却費相当額 481百万円

支払利息相当額 31百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額

支払リース料 254百万円

減価償却費相当額 225百万円

支払利息相当額 13百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残価保

証額を残存価額とする定額法によっ

ております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

      同左 

⑤ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。

⑤ 利息相当額の算定方法

      同左 

２ ファイナンス・リース

取引
（借主側）

(1)所有権移転ファイナンス・リース取引

 該当事項はありません。

(2)所有権移転外ファイナンス・リース取引

（借主側）

(1)所有権移転ファイナンス・リース取引

      同左 

(2)所有権移転外ファイナンス・リース取引

 ①リース資産の内容

 有形固定資産
   主として建機事業における貸与資産
   であります。

①リース資産の内容
有形固定資産

      同左 

 

 ②リース資産の減価償却の方法

   リース期間を耐用年数とし、残価保

   証額を残存価額とする定額法によっ

   ております。

②リース資産の減価償却の方法

      同左 
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項目
前連結会計年度

(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成23年３月１日
至 平成24年２月29日)

３ オペレーティング・

リース取引

 

（借主側）

  未経過リース料（解約不能のもの）

１年以内 1,820百万円
１年超 2,443百万円

計 4,264百万円
 

（借主側）

  未経過リース料（解約不能のもの）

１年以内 1,548百万円
１年超 4,302百万円

計 5,851百万円

 

（貸主側）

  未経過リース料（解約不能のもの）

１年以内 81百万円
１年超 242百万円

計 324百万円
 

（貸主側）

  未経過リース料（解約不能のもの）

１年以内 80百万円
１年超 161百万円

計 242百万円

（減損損失について）   リース資産に配分された減損損失は

ありませんので、項目等の記載は省

略しております。

      同左 
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(税効果会計関係)

前連結会計年度 
(平成23年２月28日)

当連結会計年度 
(平成24年２月29日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(単位：百万円)

繰延税金資産

 貸倒引当金 247

 減価償却超過 65

 賞与引当金 62

 役員退職慰労引当金 345

 未払事業税 80

 有価証券評価損 174

 その他有価証券評価差額金 24

 固定資産減損損失 49

その他 243

繰延税金資産小計 1,293

 評価性引当額 △468

繰延税金資産合計 825

繰延税金負債

 資産評価差額金 △57

 固定資産圧縮積立金 △52

 前払年金費用 △32

繰延税金負債合計 △143

繰延税金資産の純額 682  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(単位：百万円)

繰延税金資産

 貸倒引当金 155

 減価償却超過 45

 賞与引当金 65

 役員退職慰労引当金 320

 未払事業税 93

有価証券評価損 155

 固定資産減損損失 76

その他 214

繰延税金資産小計 1,127

 評価性引当額 △475

繰延税金資産合計 651

繰延税金負債

 固定資産圧縮積立金 △45

 前払年金費用 △24

 その他 △12

繰延税金負債合計 △82

繰延税金資産の純額 568

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

(単位：％)

法定実効税率 40.6

(調整)

 交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8

 受取配当金等永久に益金に算入されない
 項目

△0.3

 住民税均等割 1.4

 のれん償却額 1.4

 その他 △0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.7

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

(単位：％)

法定実効税率 40.6

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.7

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目

△0.2

 住民税均等割 1.0

のれん償却額 1.0

評価性引当額 1.8

税率変更による影響 0.6

 その他 △0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.2

――――――
３ 法人税率の変更等による繰延税金資産及び繰延税金

負債の金額の修正

 「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を
図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平
成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復
興のための施策を実施するために必要な財源の確保
に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が
平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以
降に開始する連結会計年度から法人税率の引下げ及
び復興特別法人税の課税が行われることとなりまし
た。 
 これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計
算に使用する法定実効税率は、従来の40.6％から、
平成25年３月１日から平成28年２月29日までの間に
開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異
については38.0％に、平成28年３月１日以降に開始
する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異につ
いては35.6％となります。 
 なお、この税率の変更による影響は軽微でありま
す。

㈱ワキタ　（8125）　平成24年２月期決算短信

30



 
  

 
  
  

表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理を行

い、投資有価証券評価損41百万円を計上しております。 

 なお、減損処理にあたりましては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ概ね50%以上下落し

た場合には減損処理を行い、概ね30～50%下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮し

て必要と認められた額について減損処理を行っております。 
  
  
  

  

(有価証券関係)

前連結会計年度(平成23年２月28日)

１ その他有価証券

区分

当連結会計年度
(平成23年２月28日)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価(百万円) 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

株式 1,456 1,128 327

債券

 国債・地方債等 14 14 0

 社債 208 208 0

その他 19 14 4

小計 1,698 1,366 332

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

株式 549 654 △105

その他 1,383 1,649 △265

小計 1,933 2,304 △370

合計 3,632 3,671 △38

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日）

種類
売却額 売却益の合計額    売却損の合計額

（百万円） （百万円）      （百万円）

株式 68 7          11

合計 68 7          11

３ 減損処理を行った有価証券（自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日）
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表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理を行

い、投資有価証券評価損８百万円を計上しております。 

 なお、減損処理にあたりましては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ概ね50%以上下落し

た場合には減損処理を行い、概ね30～50%下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮し

て必要と認められた額について減損処理を行っております。 

当連結会計年度(平成24年２月29日)

１ その他有価証券

区分

当連結会計年度
(平成24年２月29日)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価(百万円) 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

株式 938 619 318

債券

 国債・地方債等 14 14 0

 社債 204 203 0

その他 17 14 2

小計 1,174 853 321

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

株式 1,052 1,157 △105

債券

 社債 201 201 △0

その他 1,366 1,545 △179

小計 2,619 2,905 △285

合計 3,794 3,758 36

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成23年３月１日 至 平成24年２月29日）

種類
売却額 売却益の合計額    売却損の合計額

（百万円） （百万円）      （百万円）

株式 2 1          ―

合計 2 1          ―

３ 減損処理を行った有価証券（自 平成23年３月１日 至 平成24年２月29日）
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前連結会計年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日) 

当社は、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けており、連結子会社は、退職一時金制度を設

けております。 

 なお、平成22年６月に適格退職年金制度を確定給付企業年金制度に移行しております。 

  

 
(注) 連結子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。 

  

 
(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「①勤務費用」に計上しております。 

  

 
   （発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理することとしております。） 

  

(退職給付関係)

１ 採用している退職給付制度の概要

２ 退職給付債務に関する事項

 ①退職給付債務 △1,875百万円

 ②年金資産 1,698百万円

 ③未積立退職給付債務（①+②） △177百万円

 ④未認識数理計算上の差異 204百万円

 ⑤連結貸借対照表計上額純額（③+④） 27百万円

 ⑥前払年金費用 80百万円

 ⑦退職給付引当金（⑤－⑥） △53百万円

３ 退職給付費用に関する事項

①勤務費用 110百万円

②利息費用 18百万円

③期待運用収益 △25百万円

④会計基準変更時差異の費用処理額 47百万円

⑤数理計算上の差異の費用処理額 5百万円

⑥臨時に支払った割増退職金等 16百万円

⑦退職給付費用（①+②+③+④+⑤+⑥） 173百万円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 1.0％

③期待運用収益率 1.5％

④会計基準変更時差異の処理年数 10年

⑤数理計算上の差異の処理年数 7年
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当連結会計年度(自 平成23年３月１日 至 平成24年２月29日) 

当社は、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けており、連結子会社は、退職一時金制度を設

けております。 

  

 
(注) 連結子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。 

  

 
(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「①勤務費用」に計上しております。 

  

 
   （発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理することとしております。） 

１ 採用している退職給付制度の概要

２ 退職給付債務に関する事項

 ①退職給付債務 △1,829百万円

 ②年金資産 1,642百万円

 ③未積立退職給付債務（①+②） △187百万円

 ④未認識数理計算上の差異 200百万円

 ⑤連結貸借対照表計上額純額（③+④） 12百万円

 ⑥前払年金費用 68百万円

 ⑦退職給付引当金（⑤－⑥） △56百万円

３ 退職給付費用に関する事項

①勤務費用 103百万円

②利息費用 18百万円

③期待運用収益 △25百万円

④数理計算上の差異の費用処理額 20百万円

⑤臨時に支払った割増退職金等 16百万円

⑥退職給付費用（①+②+③+④+⑤） 134百万円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 1.0％

③期待運用収益率 1.5％

④数理計算上の差異の処理年数 7年
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（注）算定上の基礎 

 (1) １株当たり純資産額 

 
 (2) １株当たり当期純利益金額 

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成23年３月１日
至 平成24年２月29日)

１株当たり純資産額 1,527円89銭

１株当たり当期純利益金額 43円41銭

１株当たり純資産額 1,571円56銭

１株当たり当期純利益金額 57円06銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

前連結会計年度
(平成23年２月28日)

当連結会計年度
(平成24年２月29日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 61,945 63,696

普通株式に係る純資産額（百万円） 61,945 63,696

普通株式の発行済株式数（千株） 47,841 47,841

普通株式の自己株式数（千株） 7,298 7,310 

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（千株）

40,543 40,530

前連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成23年３月１日
至 平成24年２月29日)

当期純利益（百万円） 1,760 2,312

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,760 2,312

普通株式の期中平均株式数（千株） 40,549 40,536
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当連結会計年度(自 平成23年３月１日 至 平成24年２月29日) 

  

（自己株式の処分及び当社株式の売出し） 

当社は、平成24年３月２日開催の取締役会において、公募による自己株式の処分及び当社株式の売出

しを決議し、下記のとおり実施しております。 

  

 
  

 
  

 
  

(注）大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社は、平成24年４月１日付で大和証券株式会社を存続

会社として合併しております。 

  

全額を平成25年２月末日までに、主として東北の各営業拠点向けの建機事業における貸与資産の

購入資金に充当する予定であります。 

  

(重要な後発事象)

１ 公募による自己株式の処分（一般募集）

(1) 処分株式の種類及び数 当社普通株式 5,000,000株

(2) 処分価格 １株につき   564円

(3) 処分価格の総額 2,820,000,000円

(4) 払込金額 １株につき   535.34円

(5) 払込金額の総額 2,676,700,000円

(6) 処分方法 一般募集とし、大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社、み

ずほ証券株式会社及びＳＭＢＣ日興証券株式会社に全株式を買

取引受けさせる。

(7) 申込期間 平成24年３月13日～平成24年３月14日

(8) 払込期日 平成24年３月19日

(9) 受渡期日 平成24年３月21日

２ 当社株式の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）

(1) 売出株式の種類及び数 当社普通株式 750,000株

(2) 売出人 大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社

(3) 売出価格 １株につき 564円

(4) 売出価格の総額 423,000,000円

(5) 売出方法 一般募集の需要状況等を勘案した上で、大和証券キャピタル・

マーケッツ株式会社が当社株主より借受ける当社普通株式の売

出しを行う。

(6) 申込期間 平成24年３月13日～平成24年３月14日

(7) 受渡期日 平成24年３月21日

３ 第三者割当による自己株式の処分

(1) 処分株式の種類及び数 当社普通株式 750,000株

(2) 割当先 大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社

(3) 払込金額 １株につき 535.34円

(4) 払込金額の総額 401,505,000円

(5) 申込期日 平成24年４月３日

(6) 払込期日 平成24年４月４日

４ 調達資金の使途
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５．個別財務諸表

  (1)貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年２月28日)

当事業年度
(平成24年２月29日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,146 13,354

受取手形 8,063 8,507

売掛金 6,029 7,146

商品 2,754 2,109

貯蔵品 32 36

前渡金 25 12

前払費用 9 11

繰延税金資産 464 350

未収収益 2 1

従業員に対する短期貸付金 9 8

関係会社短期貸付金 47 17

その他 419 133

貸倒引当金 △598 △412

流動資産合計 29,407 31,275

固定資産

有形固定資産

貸与資産 ※1 8,765 ※1 10,601

減価償却累計額 △6,431 △6,781

貸与資産（純額） 2,334 3,820

賃貸不動産

賃貸建物及び附属設備 18,834 20,369

減価償却累計額 △2,213 △2,837

賃貸建物及び附属設備（純額） 16,620 17,531

賃貸土地 ※2 14,223 ※2 16,285

建物 5,564 5,566

減価償却累計額 △3,270 △3,355

建物（純額） 2,293 2,211

構築物 1,095 1,027

減価償却累計額 △900 △859

構築物（純額） 195 167

機械及び装置 230 226

減価償却累計額 △207 △208

機械及び装置（純額） 22 18

車両運搬具 40 39

減価償却累計額 △38 △36

車両運搬具（純額） 1 2

工具、器具及び備品 255 251

減価償却累計額 △228 △219

工具、器具及び備品（純額） 26 32
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年２月28日)

当事業年度
(平成24年２月29日)

土地 ※2 4,459 ※2 4,283

リース資産 1,242 1,247

減価償却累計額 △332 △483

リース資産（純額） 910 764

有形固定資産合計 41,088 45,118

無形固定資産

借地権 140 140

ソフトウエア 251 274

電話加入権 39 15

リース資産 67 51

その他の施設利用権 1 1

無形固定資産合計 499 482

投資その他の資産

投資有価証券 3,984 4,143

関係会社株式 1,679 1,728

従業員に対する長期貸付金 9 6

関係会社長期貸付金 59 45

破産更生債権等 132 96

長期前払費用 93 94

繰延税金資産 191 159

敷金及び保証金 497 467

保険積立金 166 171

長期預金 1,000 －

その他 142 190

貸倒引当金 △288 △305

投資その他の資産合計 7,668 6,797

固定資産合計 49,256 52,398

資産合計 78,664 83,674
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年２月28日)

当事業年度
(平成24年２月29日)

負債の部

流動負債

支払手形 5,022 5,592

買掛金 2,094 2,404

リース債務 175 178

未払金 264 304

未払費用 28 52

未払法人税等 917 1,064

未払消費税等 280 379

前受金 203 214

預り金 39 39

1年内に到来する長期前受利息 43 －

賞与引当金 147 155

割賦利益繰延 557 629

設備関係支払手形 1 4

設備関係未払金 814 1,168

その他 33 42

流動負債合計 10,624 12,232

固定負債

リース債務 846 672

再評価に係る繰延税金負債 713 625

退職給付引当金 9 5

役員退職慰労引当金 850 890

長期前受利息 34 －

長期設備関係未払金 1,377 2,660

長期預り保証金 1,738 2,224

その他 － 159

固定負債合計 5,570 7,237

負債合計 16,194 19,469
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年２月28日)

当事業年度
(平成24年２月29日)

純資産の部

株主資本

資本金 12,208 12,208

資本剰余金

資本準備金 13,716 13,716

その他資本剰余金 0 0

資本剰余金合計 13,717 13,717

利益剰余金

利益準備金 1,182 1,182

その他利益剰余金

建物圧縮積立金 18 18

土地圧縮積立金 58 63

別途積立金 34,000 34,000

繰越利益剰余金 6,370 7,974

利益剰余金合計 41,629 43,239

自己株式 △2,981 △2,988

株主資本合計 64,574 66,177

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △13 30

土地再評価差額金 ※2 △2,091 ※2 △2,003

評価・換算差額等合計 △2,104 △1,972

純資産合計 62,469 64,205

負債純資産合計 78,664 83,674
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  (2)損益計算書

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当事業年度
(自 平成23年３月１日
至 平成24年２月29日)

売上高

商品売上高 22,767 23,295

製品売上高 846 －

賃貸収入 15,062 17,319

売上高合計 38,676 40,614

売上原価

商品売上原価

商品期首たな卸高 3,159 2,754

当期商品仕入高 18,859 19,067

直接費 ※1 1 －

小計 22,021 21,821

他勘定受入高 200 －

他勘定振替高 － ※2 94

商品期末たな卸高 2,754 2,109

合計 19,466 19,618

製品売上原価

製品期首たな卸高 279 －

当期製品製造原価 525 －

小計 804 －

製品他勘定振替高 ※3 291 －

製品期末たな卸高 － －

合計 513 －

賃貸原価 ※4 10,064 ※4 11,022

売上原価合計 30,044 30,640

割賦売上利益の調整

割賦販売未実現利益繰入額 368 376

割賦販売未実現利益戻入額 237 303

割賦売上利益合計 △130 △72

売上総利益 8,500 9,902

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 68 145

販売費 ※5 102 ※5 100

貸倒引当金繰入額 192 －

役員報酬 304 342

給料及び賞与 2,169 2,260

賞与引当金繰入額 147 155

退職給付費用 157 126

役員退職慰労引当金繰入額 41 41

福利厚生費 458 458

賃借料 727 726

減価償却費 192 247

その他 969 1,032

販売費及び一般管理費合計 5,530 5,638

営業利益 2,970 4,263
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当事業年度
(自 平成23年３月１日
至 平成24年２月29日)

営業外収益

受取利息 ※6 122 ※6 79

受取配当金 50 50

仕入割引 31 41

雑収入 ※6 68 ※6 79

営業外収益合計 273 249

営業外費用

支払利息 46 58

為替差損 2 －

雑支出 18 14

営業外費用合計 67 72

経常利益 3,176 4,439

特別利益

固定資産売却益 ※7 4 ※7 1

貸倒引当金戻入額 － 16

投資有価証券売却益 7 1

特別利益合計 11 19

特別損失

固定資産売却損 － ※8 0

固定資産除却損 ※9 12 ※9 7

固定資産減損損失 － ※10 96

投資有価証券売却損 11 －

投資有価証券評価損 41 8

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 42

災害による損失 － ※11 177

その他 － 7

特別損失合計 65 339

税引前当期純利益 3,122 4,119

法人税、住民税及び事業税 1,363 1,704

法人税等調整額 △45 117

法人税等合計 1,318 1,821

当期純利益 1,804 2,298
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  (3)株主資本等変動計算書

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当事業年度
(自 平成23年３月１日
至 平成24年２月29日)

株主資本

資本金

前期末残高 12,208 12,208

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,208 12,208

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 13,716 13,716

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 13,716 13,716

その他資本剰余金

前期末残高 0 0

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 0 0

資本剰余金合計

前期末残高 13,717 13,717

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 13,717 13,717

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 1,182 1,182

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,182 1,182

その他利益剰余金

建物圧縮積立金

前期末残高 20 18

当期変動額

税率変更に伴う圧縮積立金の積立 － 1

建物圧縮積立金の取崩 △1 △1

当期変動額合計 △1 △0

当期末残高 18 18

土地圧縮積立金

前期末残高 58 58

当期変動額

税率変更に伴う圧縮積立金の積立 － 4

当期変動額合計 － 4

当期末残高 58 63

㈱ワキタ　（8125）　平成24年２月期決算短信

43



(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当事業年度
(自 平成23年３月１日
至 平成24年２月29日)

別途積立金

前期末残高 34,000 34,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 34,000 34,000

繰越利益剰余金

前期末残高 5,172 6,370

当期変動額

剰余金の配当 △608 △689

税率変更に伴う圧縮積立金の積立 － △6

建物圧縮積立金の取崩 1 1

当期純利益 1,804 2,298

当期変動額合計 1,197 1,604

当期末残高 6,370 7,974

利益剰余金合計

前期末残高 40,433 41,629

当期変動額

剰余金の配当 △608 △689

税率変更に伴う圧縮積立金の積立 － －

建物圧縮積立金の取崩 － －

当期純利益 1,804 2,298

当期変動額合計 1,195 1,609

当期末残高 41,629 43,239

自己株式

前期末残高 △2,977 △2,981

当期変動額

自己株式の取得 △4 △6

当期変動額合計 △4 △6

当期末残高 △2,981 △2,988

株主資本合計

前期末残高 63,382 64,574

当期変動額

剰余金の配当 △608 △689

当期純利益 1,804 2,298

自己株式の取得 △4 △6

当期変動額合計 1,191 1,603

当期末残高 64,574 66,177
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当事業年度
(自 平成23年３月１日
至 平成24年２月29日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △129 △13

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 116 44

当期変動額合計 116 44

当期末残高 △13 30

土地再評価差額金

前期末残高 △2,091 △2,091

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 88

当期変動額合計 － 88

当期末残高 △2,091 △2,003

評価・換算差額等合計

前期末残高 △2,221 △2,104

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 116 132

当期変動額合計 116 132

当期末残高 △2,104 △1,972

純資産合計

前期末残高 61,161 62,469

当期変動額

剰余金の配当 △608 △689

当期純利益 1,804 2,298

自己株式の取得 △4 △6

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 116 132

当期変動額合計 1,307 1,735

当期末残高 62,469 64,205
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該当事項はありません。 

  (4)継続企業の前提に関する注記

  

  (5)重要な会計方針

前事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当事業年度
(自 平成23年３月１日
至 平成24年２月29日)

１ 有価証券の評価基準及

び評価方法

子会社株式

 移動平均法による原価法

その他有価証券

 時価のあるもの

  決算期末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)

子会社株式

              同左    

その他有価証券

 時価のあるもの

        同左

 時価のないもの

  移動平均法による原価法

 時価のないもの

          同左

２ たな卸資産の評価基準

及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下によ
る簿価切下げの方法）によっておりま
す。

(1) 商品

  移動平均法

評価基準は原価法（収益性の低下によ
る簿価切下げの方法）によっておりま
す。

(1) 商品

          同左

  （ただし、販売用不動産については

   個別法によっております。）

  

   

(2) 貯蔵品

  先入先出法

(2) 貯蔵品

        同左

３ 固定資産の減価償却の

方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物(建物附属設備を除く。)及

び貸与資産・賃貸不動産は定額法に

よっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。

貸与資産………………２～６年
賃貸不動産(建物)……18～50年
建物……………………７～50年

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

           同左

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

  定額法によっております。

  なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によっており

ます。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

           同左

 

(3) リース資産

  所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残価

保証額を残存価額とする定額法によ

っております。

   なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース取引

に関する会計基準の改正適用初年度

開始前のものについては、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

(3) リース資産

           同左
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前事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当事業年度
(自 平成23年３月１日
至 平成24年２月29日)

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収の可能性を

検討し、回収不能見込額を計上して

おります。

(1) 貸倒引当金

           同左

(2) 賞与引当金

  従業員への賞与支給に備えるため、

当事業年度に負担すべき支給見込額

に基づき計上しております。

(2) 賞与引当金

           同左

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

  なお、会計基準変更時差異(474百万

円)については、10年による按分額

を費用処理しております。

  また、数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(７年)に

よる定額法により按分した額を、そ

れぞれ発生の翌事業年度より費用処

理することとしております。

 （会計方針の変更）

  当事業年度より「退職給付に係る会

計基準」の一部改正（その３）（企

業会計基準第19号 平成20年７月31

日）を適用しております。

  数理計算上の差異を翌事業年度より

償却するため、これによる営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益

に与える影響はありません。

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

  なお、数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(７年)に

よる定額法により按分した額を、そ

れぞれ発生の翌事業年度より費用処

理することとしております。

(4) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく当事業年度末要支

給額を計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

           同左

５ 収益及び費用の計上基

準

割賦販売については、割賦基準を採用し

ております。なお割賦適用売上高は一般

売上と同一の基準で販売価額を計上し、

次期以降に収入すべき金額に対応する割

賦販売損益は、割賦利益繰延として繰延

処理をしております。

           同左

６ その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項

消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。

           同左
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  (6)重要な会計方針の変更

前事業年度 
(自 平成22年３月１日 
  至 平成23年２月28日)

当事業年度 
(自 平成23年３月１日 
  至 平成24年２月29日)

―――――― （資産除去債務に関する会計基準等の適用） 

  当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。 

 これにより、当事業年度の営業利益及び経常利益に与

える影響はそれぞれ軽微であり、税引前当期純利益は44

百万円減少しております。

  

  (7)個別財務諸表に関する注記事項

(貸借対照表関係)

No.
前事業年度 

(平成23年２月28日)
当事業年度 

(平成24年２月29日)

※１ 貸与資産は主として土木建設機械であり一部建物

(ハウス)、車両運搬具及び映像・音響機器等が含ま

れております。

貸与資産は主として土木建設機械であり一部建物

(ハウス)、車両運搬具等が含まれております。

※２ 「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日

公布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価

を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上して

おります。

 再評価の方法

  「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10

年３月31日公布政令第119号)第２条第３号に定

める土地課税台帳に基づいて、合理的な調整を

行って算出しております。

 再評価を行った年月日   平成14年２月28日

 再評価を行った土地の当事業年度末における時価

 と再評価後の帳簿価額との差額

△1,689百万円

「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日

公布法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価

を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上して

おります。

 再評価の方法

  「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10

年３月31日公布政令第119号)第２条第３号に定

める土地課税台帳に基づいて、合理的な調整を

行って算出しております。

 再評価を行った年月日   平成14年２月28日

 再評価を行った土地の当事業年度末における時価

 と再評価後の帳簿価額との差額

△1,949百万円

３ 保証債務

 下記会社のリース会社等に対する営業取引(リー

ス取引・割賦販売)に対して保証を行っておりま

す。

㈱スペッチオ 53百万円

平川機工㈱ 46百万円

滋賀建機㈱ 40百万円

㈱フーマトレーディング 17百万円

㈱リンク 16百万円

その他 40社 151百万円

計 325百万円

保証債務

 下記会社のリース会社等に対する営業取引(リー

ス取引・割賦販売)に対して保証を行っておりま

す。

㈱リンク 76百万円

㈱ソクト 35百万円

㈱スペッチオ 34百万円

平川機工㈱ 25百万円

滋賀建機㈱ 18百万円

その他 37社 114百万円

計 304百万円
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(損益計算書関係)

No.
前事業年度

(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当事業年度
(自 平成23年３月１日
至 平成24年２月29日)

※１ 直接費とは、映像・音響機器に係る直接経費で、そ
の内訳は次のとおりであります。

著作権料 0百万円

減価償却費 1百万円

計 1百万円

――――――

※２ ―――――― 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

貸与資産 6百万円

賃貸原価 79百万円

その他 8百万円

計 94百万円

※３ 製品他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

商品 167百万円

貸与資産 44百万円

賃貸原価 78百万円

その他 0百万円

計 291百万円

――――――

※４ 賃貸原価とは、土木建設機械等をレンタルして収入
するための直接費用及び不動産賃貸に対応する費用
で、その内訳は次のとおりであります。

賃借料 5,121百万円

修理費 940百万円

消耗品費 423百万円

運賃 1,160百万円

減価償却費 1,607百万円

不動産賃貸費用 738百万円

その他 73百万円

計 10,064百万円

賃貸原価とは、土木建設機械等をレンタルして収入
するための直接費用及び不動産賃貸に対応する費用
で、その内訳は次のとおりであります。

賃借料 5,267百万円

修理費 880百万円

消耗品費 558百万円

運賃 1,288百万円

減価償却費 1,976百万円

不動産賃貸費用 956百万円

その他 93百万円

計 11,022百万円

※５ 販売費には、運賃荷造費、販売手数料、販売補修費
等を含んでおります。

販売費には、運賃荷造費、販売手数料、販売補修費
等を含んでおります。

※６ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

受取利息 6百万円

受取出向費 20百万円

受取手数料 6百万円

関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

受取利息 7百万円

受取出向費 22百万円

受取手数料 6百万円

※７ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

工具、器具及び備品 3百万円

その他（機械及び装置他） 1百万円

計 4百万円

固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

建物 1百万円

その他（車両運搬具他） 0百万円

計 1百万円

※８ ―――――― 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

電話加入権他 0百万円

※９ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

貸与資産(陳腐化等のため除却) 1百万円

建物他(滋賀工場製造停止のため

除却)
8百万円

その他(建物他) 1百万円

計 12百万円  

固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

貸与資産 3百万円

建物及び構築物 3百万円
その他（工具、器具及び備品他） 0百万円

計 7百万円
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前事業年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日) 

（単位：株） 

 
(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  

当事業年度(自 平成23年３月１日 至 平成24年２月29日) 

（単位：株） 

 
(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

No.
前事業年度

(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当事業年度
(自 平成23年３月１日
至 平成24年２月29日)

※10 ――――――

 

当事業年度においては、以下の資産グループにつ
いて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類
金額 

(百万円)

各事業所 遊休資産 電話加入権 23

広島支店ヤード 
（広島市佐伯区）

遊休資産 土地 64

保養所 
(神戸市灘区）

遊休資産 建物 8

計 96

当社は、原則として事業所を基準にグルーピング
を行っており、遊休資産については個別資産ごとに
グルーピングを行っております。
当事業年度において、遊休資産のうち、時価が下

落した資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで
減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計
上しました。
なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、合理的な調整を行い評価
しております。

※11 ―――――― 東日本大震災に伴う、建物設備の修繕費及び賃貸
機械の滅失・流出等の費用であります。

(株主資本等変動計算書関係)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 7,285,833 12,171 ― 7,298,004

単元未満株式の買取による増加 12,171株

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式 7,298,004 12,955 ― 7,310,959

単元未満株式の買取による増加 12,955株
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(リース取引関係)

項目
前事業年度

(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当事業年度
(自 平成23年３月１日
至 平成24年２月29日)

１ リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

 

 所有権移転外ファイナンス・リース取

引のうち、リース取引に関する会計基準

の改正適用初年度開始前のものについて

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。

（借主側）

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額

貸与資産 
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額 
相当額

902 109 1,012

減価償却 
累計額 
相当額

742 88 831

期末残高 
相当額

160 21 181

 

         同左  

  

 

  

   

（借主側）

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額

貸与資産
(百万円)

その他 
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

233 78 312

減価償却
累計額 
相当額

196 73 270

期末残高
相当額

36 4 41

 

② 未経過リース料期末残高相当額
１年以内 148百万円
１年超 51百万円

計 199百万円
 

② 未経過リース料期末残高相当額
１年以内 34百万円
１年超 13百万円

計 48百万円

 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額

支払リース料 408百万円

減価償却費相当額 376百万円

支払利息相当額 20百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額

支払リース料 153百万円

減価償却費相当額 135百万円

支払利息相当額 6百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残価保

証額を残存価額とする定額法によっ

ております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

      同左 

⑤ 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。

⑤ 利息相当額の算定方法

      同左 

２ ファイナンス・リース

取引
（借主側）

(1)所有権移転ファイナンス・リース取引

 該当事項はありません。

(2)所有権移転外ファイナンス・リース取引

（借主側）

(1)所有権移転ファイナンス・リース取引

      同左 

(2)所有権移転外ファイナンス・リース取引

 ①リース資産の内容

 有形固定資産
   主として建機事業における貸与資産
   であります。

 ①リース資産の内容

有形固定資産

      同左 

 

 ②リース資産の減価償却の方法

   リース期間を耐用年数とし、残価保

   証額を残存価額とする定額法によっ

   ております。

 ②リース資産の減価償却の方法

      同左 
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項目
前事業年度

(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当事業年度
(自 平成23年３月１日
至 平成24年２月29日)

３ オペレーティング・

リース取引

 

（借主側）

  未経過リース料（解約不能のもの）

１年以内 1,689百万円
１年超 2,370百万円

計 4,059百万円
 

（借主側）

  未経過リース料（解約不能のもの）

１年以内 1,510百万円
１年超 4,168百万円

計 5,679百万円

 

（貸主側）

  未経過リース料（解約不能のもの）

１年以内 81百万円
１年超 242百万円

計 324百万円
 

（貸主側）

  未経過リース料（解約不能のもの）

１年以内 80百万円
１年超 161百万円

計 242百万円

（減損損失について）   リース資産に配分された減損損失は

ありませんので、項目等の記載は省

略しております。

      同左 
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(税効果会計関係)

前事業年度 
(平成23年２月28日)

当事業年度 
(平成24年２月29日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(単位：百万円)

繰延税金資産

 貸倒引当金 218

 減価償却超過 45

 賞与引当金 59

 役員退職慰労引当金 345

 未払事業税 74

 有価証券評価損 174

 その他有価証券評価差額金 24

 固定資産減損損失 19

 その他 217

繰延税金資産小計 1,180

 評価性引当額 △438

繰延税金資産合計 742

繰延税金負債

 固定資産圧縮積立金 △52

 前払年金費用 △32

繰延税金負債合計 △85

繰延税金資産の純額 656
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(単位：百万円)

繰延税金資産

 貸倒引当金 146

 減価償却超過 30

 賞与引当金 63

 役員退職慰労引当金 320

 未払事業税 86

 有価証券評価損 155

 固定資産減損損失 51

 その他 184

繰延税金資産小計 1,038

 評価性引当額 △447

繰延税金資産合計 591

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △45

前払年金費用 △24

その他 △11

繰延税金負債合計 △81

繰延税金資産の純額 509

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下で

あるため注記を省略しております。

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

(単位：％)

法定実効税率 40.6

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.7

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目

△0.2

 住民税均等割 1.0

 評価性引当額 1.8

 税率変更による影響 0.5

 その他 △0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.2

――――――
３ 法人税率の変更等による繰延税金資産及び繰延税金

負債の金額の修正

 「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を
図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平
成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復
興のための施策を実施するために必要な財源の確保
に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が
平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以
降に開始する事業年度から法人税率の引下げ及び復
興特別法人税の課税が行われることとなりました。 
 これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計
算に使用する法定実効税率は、従来の40.6％から、
平成25年３月１日から平成28年２月29日までの間に
開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異につ
いては38.0％に、平成28年３月１日以降に開始する
事業年度に解消が見込まれる一時差異については
35.6％となります。 
 なお、この税率の変更による影響は軽微でありま
す。
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（注）算定上の基礎 

 (1) １株当たり純資産額 

 
 (2) １株当たり当期純利益金額 

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当事業年度
(自 平成23年３月１日
至 平成24年２月29日)

１株当たり純資産額 1,540円81銭 １株当たり純資産額 1,584円13銭

１株当たり当期純利益金額 44円50銭 １株当たり当期純利益金額 56円71銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

前事業年度
(平成23年２月28日)

当事業年度
(平成24年２月29日)

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 62,469 64,205

普通株式に係る純資産額（百万円） 62,469 64,205

普通株式の発行済株式数（千株） 47,841 47,841

普通株式の自己株式数（千株） 7,298 7,310

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（千株）

40,543 40,530

前事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

当事業年度
(自 平成23年３月１日
至 平成24年２月29日)

当期純利益（百万円） 1,804 2,298

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,804 2,298

普通株式の期中平均株式数（千株） 40,549 40,536
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当事業年度(自 平成23年３月１日 至 平成24年２月29日) 

  

（自己株式の処分及び当社株式の売出し） 

当社は、平成24年３月２日開催の取締役会において、公募による自己株式の処分及び当社株式の売出

しを決議し、下記のとおり実施しております。 

  

 
  

 
  

 
  

(注）大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社は、平成24年４月１日付で大和証券株式会社を存続

会社として合併しております。 

  

全額を平成25年２月末日までに、主として東北の各営業拠点向けの建機事業における貸与資産の

購入資金に充当する予定であります。 

(重要な後発事象)

１ 公募による自己株式の処分（一般募集）

(1) 処分株式の種類及び数 当社普通株式 5,000,000株

(2) 処分価格 １株につき   564円

(3) 処分価格の総額 2,820,000,000円

(4) 払込金額 １株につき   535.34円

(5) 払込金額の総額 2,676,700,000円

(6) 処分方法 一般募集とし、大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社、み

ずほ証券株式会社及びＳＭＢＣ日興証券株式会社に全株式を買

取引受けさせる。

(7) 申込期間 平成24年３月13日～平成24年３月14日

(8) 払込期日 平成24年３月19日

(9) 受渡期日 平成24年３月21日

２ 当社株式の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）

(1) 売出株式の種類及び数 当社普通株式 750,000株

(2) 売出人 大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社

(3) 売出価格 １株につき 564円

(4) 売出価格の総額 423,000,000円

(5) 売出方法 一般募集の需要状況等を勘案した上で、大和証券キャピタル・

マーケッツ株式会社が当社株主より借受ける当社普通株式の売

出しを行う。

(6) 申込期間 平成24年３月13日～平成24年３月14日

(7) 受渡期日 平成24年３月21日

３ 第三者割当による自己株式の処分

(1) 処分株式の種類及び数 当社普通株式 750,000株

(2) 割当先 大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社

(3) 払込金額 １株につき 535.34円

(4) 払込金額の総額 401,505,000円

(5) 申込期日 平成24年４月３日

(6) 払込期日 平成24年４月４日

４ 調達資金の使途
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該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

  

  

６．その他

(1) 役員の異動

(2) その他
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